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日本海溝沿いの領域に対して，検討波源モデルの設定及び波源特性の不確かさの考慮の検討の基礎とするため，文献調査を実施した。
その結果 以下の結論が得られた。

A-2 新規制基準等を踏まえた基準津波の設定 4. 地震に起因する津波の評価 4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定

（2） 想定津波の設定に反映する知見の分析（まとめ）

その結果，以下の結論が得られた。

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴
(破壊領域)
• 複数の領域が連動して破壊した。
• 余震を含む破壊領域の南限は，北米プレートとフィリピン海プレート

2011年東北地方太平洋沖地震に関連する知見

• 固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。
• 北米プレートとフィリピン海プレートの境界が余震を含む破壊伝播

の境界に位置している。

（すべり）
• すべりには不均質性が認められ，大きなすべりが生じた領域は三陸

沖中部の南部，宮城県沖，三陸沖南部海溝寄り，福島県沖の４領

のバリアとして作用している。

• 大きなすべりが生じた領域は，固着の程度が大きい領域に対応し
ている。

域及びその沖合の海溝軸付近の領域である。

（地震の発生メカニズム）
• 地震の前後でプレート境界上盤側で発生する地震のメカニズムは

大きく変化 た
• 地震前後で，応力状態が圧縮状態から引張状態へ変化したこと

から 陸沖中部 福島県沖 蓄積され た巨大地震を引き大きく変化した。 から，三陸沖中部～福島県沖に蓄積されていた巨大地震を引き
起こす歪みはほぼ完全に解消された。

• 津波堆積物調査結果等から，過去に同規模の巨大地震が数百
年間隔で発生している。

想定津波の設定方針

Ⅰ 東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる領域は 三陸沖中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域とⅠ．東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる領域は，三陸沖中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域と
する。

Ⅱ．茨城県沖に想定する津波波源の南限については，北米プレートとフィリピン海プレートの境界とする。
Ⅲ．2011年東北地方太平洋沖地震で応力を解放した領域では，東北地方太平洋沖型の地震津波の発生確率は極めて小さい。
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他機関の検討※（Ozawa et al. (2012)，Koketsu et al.（2011），内閣府（2012）及びSatake et al.（2013））に基づけば， 2011年東北地方太平洋沖地震
の破壊領域とすべりには以下の傾向が見られる

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（破壊領域とすべり）

の破壊領域とすべりには以下の傾向が見られる。
「複数の領域が連動して破壊した。」
「すべりには不均質性が認められ，大きなすべりが生じた領域は三陸沖中部の一部，宮城県沖，三陸沖南部海溝寄り，福島県沖の一部の４領域
及びその沖合の海溝軸付近である。」

三陸沖北部

三陸沖
中部

三陸沖北部

三陸沖
中部

三陸沖北部

三陸沖北部

三陸沖
中部

福島県沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

福島県沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

宮
城
県

三
陸
沖
南

海
溝

三陸沖
中部

三陸沖北部

宮
城
県

沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

福島県沖

茨
城
県
沖

福島県沖

茨
城
県
沖

沖
南
部

溝
寄
り福島県沖

茨
城
県
沖

津波インバージョン解析

陸上・海上のGPS及び水圧計データに
基づく2011年東北地方太平洋沖地震の 津波インバージョン解析 津波インバージョン解析
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津波インバ ジョン解析
（Satake et al.（2013）に加筆）

基 く 年東北地方太平洋沖地震の
すべり量分布（黒線）

（Ozawa et al. (2012)に加筆）

津波インバージョン解析
（Koketsu et al. (2011)に加筆）

津波インバ ジョン解析
（内閣府（2012）に加筆）



4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度とすべり）

他機関の検討（Suwa et al. (2006)，Loveless and Meade (2010, 2011) ）に基づけば，固着の程度とすべりについて以下の傾向が見られる。
「大きなすべりが生じた領域は 固着の程度が大きい領域に対応している 」「大きなすべりが生じた領域は，固着の程度が大きい領域に対応している。」

• Suwa et al. (2006), Loveless and Meade (2010, 2011) は，宮城県沖に固着が強い領域が認められるとしている。
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1997 ～2001年のGPSデータに基づくす
べり欠損速度

(Suwa et al. (2006)に加筆)

1997～2000年のGPSデータに基づくプレート
間カップリング率
(Loveless and Meade (2010)に加筆)

カラーコンター：1996–2000年GEONET
データに基づくカップリング率
黒線：地震時すべり量（2.5m間隔）
震源球：1994年から本震までに発生した

Mw7.0以上，深さ100km未満の
地震のメカニズム
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地震のメカニズム

（Loveless and Meade (2011)に加筆）



Loveless and Meade(2015）は，固着の程度と破壊伝播について，以下の見解を示している。
「本震については固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度と破壊伝播）

「本震については固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 日本海溝では，カップリング率0.3以上の領域と，東北地方太平洋沖地震の破壊領域はよく対応している。一方，カップリング率0.8以上の領域は
日本周辺における20世紀以降の地震（東北地方太平洋沖地震を除く）の破壊領域と対応している。

• カップリング率0.8以上の領域は比較的頻度の高い地震の破壊領域を規定し，カップリング率0.3以上の領域は稀で巨大な地震の破壊領域に対応
している可能性がある。している可能性がある。

• カップリング率の低い領域が，地震時の破壊伝播に対し運動学的バリアとして働くと考えれば，将来発生する地震のポテンシャルを領域ごとに特
定できる。

1997～2000年のGPSデータに基づくプレート間カップリング率 プレート間カップリング率が0.3以上の領域 プレート間カップリング率が0.8以上の領域

いずれの図においても灰色の曲線は，各種文献に基づく過去の地震のすべり量コンターを表す。
• 1946年東南海地震（Mw8.3)及び1944年東南海地震 (Mw 8.1) : すべり量1m及び3mのコンター
• 1923年関東地震 (Mw ∼ 7.9) :  モデル化された破壊領域
• 2011年東北地方太平洋沖地震 (Mw 9.0) :すべり量4mのコンター
• 1978年宮城沖 (Mw 7 6) : 余震域 （Loveless and Meade (2015)に加筆）
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• 1978年宮城沖 (Mw 7.6) : 余震域
• 2005年宮城沖 (Mw 7.0) : 震央位置
• 1968年十勝沖 (Mw 8.2) ：余震域
• 2003年十勝沖 (Mw 8.2) :モデル化された破壊領域
• 1973年根室沖（Mw 8.0) :すべり量1mのコンター

（Loveless and Meade (2015)に加筆）



西村（2013）は，固着の程度とすべりについて以下の見解を示している。
「大きなすべりが生じた領域は 固着の程度が大きい領域に対応している 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度とすべり）

「大きなすべりが生じた領域は，固着の程度が大きい領域に対応している。」

• 固着が強いプレート境界と20世紀以降の巨大地震の発生域の関係を整理し，M9クラスの巨大地震は全てカップリング係数が中程度以上の特定の
領域で発生しているとしている。

？

：すべり欠損速度が2cm /年以上と推定されている領域

：1900 年以降のM8.8 以上の超巨大地震の震央

：カップリングしていると疑われるが，文献が調査できなかった地域

プレ ト境界位置：プレート境界位置

【カップリング係数が大きい(1に近い)地域】【カップリング係数が大きい(1に近い)地域】
• 北米カスケード，チリ，スマトラ，西南日本（南海トラフ）

【カップリング係数が中程度の地域】

• カムチャッカ，アリューシャン，アラスカ，メキシコ，中米，コロンビア，
ペルー，東北日本（日本海溝，千島海溝）

【カップリング係数が小さい地域】
• ニュージーランド，トンガ，伊豆・小笠原，マリアナ，琉球，フィリピン等
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環太平洋とその周辺における測地データから推定されたプレート間カップリング分布
（西村（2013））



地震調査研究推進本部(2012） 及びYe et al.（2012）は，固着の程度と破壊領域について以下の見解を示している。
「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとな ている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度と破壊領域）

「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 地震調査研究推進本部(2012）は，三陸沖中部については，（中略）カップリング率は他の領域に比べると低いと考えられるとしている。
• Ye et al.（2012） は，三陸沖中部のプレート境界深部には，非地震性のすべりにより歪みが解放される低地震活動領域（SLSR（Sanriku-Oki low-

seismicity region））が存在し，2011年東北地方太平洋沖地震の大きなすべりの北限とSLSRが対応するとしている。

左：米国立地震情報センター(NEIC)による1973年から2011年東北地方太平洋沖地震以前の
M5.5以上の地震の震源分布

右： SLSRの位置（赤線），主な既往地震の震源域（水色線），1896年明治三陸沖地震の波源
域（灰色線），及び東北地方太平洋沖地震のすべり量分布のコンター
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三陸沖中部における低地震活動領域(SLSR)と地震の分布の関係
（Ye et al.(2012)に加筆）

震



Kundu et al.(2012）は，固着の程度と破壊領域について以下の見解を示している。
「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度と破壊領域）

「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 2011年東北地方太平洋沖地震の大きなすべり領域(high slip patch)の南限では，沈み込む海山がプレート間のカップリングを弱め，2011年東北地
方太平洋沖地震の破壊のバリアとして作用したとしている。
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2011年東北地方太平洋沖地震の破壊領域（矩形），陸上及び海域のGPSより推定したすべり量分布（コンター）及び海山の配置（黄色）
(Kundu et al.(2012）に加筆）



Mochizuki et al. (2008)，望月(2011）及び Nakatani et al.(2015)は，固着の程度と破壊領域について以下の見解を示している。
「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度と破壊領域）

「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。」

• Mochizuki et al. (2008)及び望月(2011）は，以下の見解を示している。
海山上のプレート境界はこれまで予測されていた性質とは異なり，固着強度が弱い。すなわち海山自身はアスペリティにはならない。
茨城県沖北端付近の複数の海山が沈み込んだ領域ではプレート境界面上に海溝軸から堆積物が沈み込んでいることが確認されており，このことがプレート
境界における固着を弱くしている(したがって地震が発生しない)。 この非活発帯は海山の沈み込みによってプレート境界に接する下部地殻が削り取られ，そ震
こに堆積物がたまっているために地震活動が非活発になっている。過去に海山の通った痕跡がアスペリティの境界になっている可能性がある。
南側の沈み込む海山上のプレート境界では地震が発生しておらず，海山の麓周辺でM7程度の地震が集中的に発生している。この海山の沈み込みに伴って
上盤側底部が破壊されることによって歪エネルギーを蓄えることができないために地震活動が非活発である可能性が考えられる。

• Nakatani et al.(2015) は，稠密海底地震計観測に基づき，北から伝播した東北地方太平洋沖地震本震の破壊は茨城沖海域を手前に停止したとしている。

：沈み込んだ海山に対
応する非地震活動域

：1982年M7.0の地震の
震源域

：海山の沈み込みによる
と考えられるくぼみ

周辺海域の構造の模式図
(望月(2011))

複数の海山が沈み込んだ領域と地形及び地震活動の関係
(Mochizuki et al (2008)に加筆)

色つきの○：1996年～2005年
に発生したM3より大き
い地震の震央

10

(望月( ))(Mochizuki et al. (2008)に加筆)



文部科学省測地学分科会（2013）は，破壊領域について以下の見解を示している。
「沈み込む海山及びプレ ト境界が破壊伝播のバリアとな ている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（破壊領域）

「沈み込む海山及びプレート境界が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 2011年東北地方太平洋沖地震の余震については，大きなすべりの領域は震源から南東方向に約20kmの浅い領域に位置しており，この領域は
沈み込むフィリピン海プレートの北東限と沈み込む海山に囲まれた場所に位置するため，この地震の破壊の伝播の伝達がフィリピン海プレートと
海山によって止められたように見え，大地震の発生場所と規模（震源域の広がり）を海底地形やプレート構造などの地学的要因と関係する可能
性があることが分かったとしている性があることが分かったとしている。

11

（文部科学省測地学分科会（2013））



Wang and Bilek (2014)は，固着の程度と破壊領域について以下の見解を示している。
「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（固着の程度と破壊領域）

「固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 機器観測された全ての巨大地震は，滑らかな地形が沈み込む海域で発生している。起伏の激しい地形を伴うプレート境界はクリープしており，超
巨大地震を発生しない。

• 沈み込む海山は，起伏の激しい地形の典型例である。海山が沈み込む領域では中小規模の地震を伴うが，大地震を発生する証拠は得られてい
ない 2011年東北地方太平洋沖地震の破壊の南側での停止は フィリピン海プレートが下盤となる位置ではなく 海山が沈み込む領域で生じたない。2011年東北地方太平洋沖地震の破壊の南側での停止は，フィリピン海プレ トが下盤となる位置ではなく，海山が沈み込む領域で生じた。

12

起伏の激しい海底と巨大地震の発生位置の分布
(Wang and Bilek (2014))



海洋研究開発機構(2012) 及びShinohara et al.（2011）は，破壊領域について以下の見解を示している。
「プレート境界が破壊伝播のバリアとなっている 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（破壊領域）

「プレート境界が破壊伝播のバリアとなっている。」

• 海洋研究開発機構(2012)は，2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布はフィリピン海プレート北東端をほぼ南限としており，沈み込む太平洋プ
レートの上にのるプレートが，北米プレートからフィリピン海プレートに変わる領域において，破壊の南への伝搬が止められたとしている。

• Shinohara et al.（2011）は，2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布に関する分析から，フィリピン海プレート北東端の位置と破壊域が一致して
いることを明らかにするとともに フィリピン海プレートは 破壊伝播のバリアとして作用する重要な役割を果たす可能性があるとしているいることを明らかにするとともに，フィリピン海プレ トは，破壊伝播のバリアとして作用する重要な役割を果たす可能性があるとしている。

気象庁による震央分布（2011 年3月11 日12 時00 

反射法地震探査に基づく解釈図

房総沖では，銚子付近から南東方向に向って，
フィリピン海プレート北東端が太平洋プレート
と接し る

分～13 日07 時00 分，深さ90km 以浅，M≧5.0）と
フィリピン海プレート北東端の位置関係
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(海洋研究開発機構(2012)に加筆)

と接している
2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布（3月
12日-19日）とプレート境界面の位置関係

（Shinohara et al.（2011））



Hasegawa et al.（2012）は，地震のメカニズムについて以下の見解を示している。
「地震前後で プレート境界上盤側の応力状態が圧縮状態から引張状態へ変化したことから 三陸沖中部～福島沖に蓄積されていた歪みはほぼ

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（地震のメカニズム）

「地震前後で，プレート境界上盤側の応力状態が圧縮状態から引張状態へ変化したことから，三陸沖中部～福島沖に蓄積されていた歪みはほぼ
完全に解消された。」

• 2011年東北地方太平洋沖地震の発生前後で，応力状態が変化していることにより，三陸沖中部～福島沖に蓄積されていた歪みはほぼ完全に解
消されたと考えられるとしている。

赤線：σ１
青線：σ３

地震前 地震後

三陸沖

三陸沖北部

三陸沖

三陸沖北部

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄

三陸沖
中部

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄

三陸沖
中部

最大級

福島県沖

茨
城
県

沖 部寄
り

福島県沖

茨
城
県

沖 部寄
り

最大級の
すべりが生じた領域

県
沖

県
沖

房総
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（Hasegawa et al. (2012)に加筆）



菅原他（2013）及び地震調査研究推進本部(2012)は，巨大地震の発生について以下の見解を示している。
「過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生している 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（巨大地震の発生）

「過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生している。」

• 菅原他（2013）に基づけば，貞観869年の津波と2011年東北地方太平洋沖地震の仙台平野における浸水域や津波堆積物の到達限界は殆ど重な
る。したがって，過去にも同じ海域で東北地方太平洋沖型の地震と同規模の地震が発生していたと推測される。

• 地震調査研究推進本部(2012)は，東北地方太平洋沖型の地震の特徴のひとつである広い浸水をもたらす津波は，過去2500年間で5回発生してい
たと確認され これらの津波をもたらした地震が繰り返し発生したとするとその発生間隔は400年～800年程度で平均発生間隔は600年程度であるたと確認され，これらの津波をもたらした地震が繰り返し発生したとするとその発生間隔は400年 800年程度で平均発生間隔は600年程度である
としている。

(地震調査研究推進本部(2012）)

（A）西暦1500年頃のイベント （B）869年の津波 仙台平野における869年の津波と2011年東北地方太平洋沖地震津波の浸水域の比較
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（A）西暦1500年頃のイベント，（B）869年の津波
（C）西暦430年頃のイベント， （D）紀元前390年頃のイベント

石巻市，仙台市，山元町，相馬市で見られた津波堆積物の地域間対比
（文部科学省 研究開発局他（2010）に加筆）

仙台平野における869年の津波と2011年東北地方太平洋沖地震津波の浸水域の比較
（菅原他（2013））



佐竹（2011）は，巨大地震の発生について以下の見解を示している。
「巨大地震が数百年間隔で発生している 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（巨大地震の発生）

「巨大地震が数百年間隔で発生している。」

• 頻度の高い中規模地震と数百年に一度の大規模地震の組合せで，プレートの沈み込みに伴う歪みの解放を説明できるモデルを提示しており，す
べり残しが2011年型の地震ですべて解放されると仮定すると，そのサイクル（スーパーサイクル）は約700年となるとしている。

16

(佐竹(2011)に加筆)



他機関の文献※1～※6に基づけば，巨大地震の発生について以下の傾向が見られる。
「過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生している 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（巨大地震の発生）

日本海溝沿いの
巨大地震

カスケード沈み込み帯の
巨大地震

カムチャッカ沖の
巨大地震

チリ沖の
巨大地震

アラスカ沖の
巨大地震

スマトラ沖の
巨大地震

「過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生している。」

• プレート間で発生するM9クラスの巨大地震については，数百年間隔で繰返し発生している。

巨大地震
（2011年）

巨大地震
（1700年）

巨大地震
（1952年）

巨大地震
（1960年）

巨大地震
（1964年）

巨大地震
（2004年）

M9クラスの巨大地震
の平均発生間隔

約600年
（※1）

平均約500年（全域の破壊）
（※2）

平均100～400年
（※3）

平均約300年
（※4）

平均約600年
（※5）

平均400～500年
（※6）

※1. 地震調査研究推進本部(2012）
※2. 佐竹（2013）
※3. 谷岡（2013）
※4. 宍倉（2013）
※5. Shennan et al.（2007）
※6 Rajendran（2013）※6. Rajendran（2013）
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(Satake(2012)に加筆)



当社の検討結果に基づけば，巨大地震の発生について以下の傾向が見られる。
「巨大地震が数百年間隔で発生している 」

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.1 津波波源の設定 （2） 想定津波の設定に反映する知見の分析

2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見（巨大地震の発生）

「巨大地震が数百年間隔で発生している。」

• 他機関の文献で得られた知見に基づくM9クラスの巨大地震の平均発生間隔，プレート相対運動速度及びカップリング係数で概算したすべり量と
地震時すべり量には調和的な関係がある。

カスケード沈み込み帯の
巨大地震※

（1700年）

カムチャッカ沖の巨大地震※

（1952年）

チリ沖の
巨大地震※

（1960年）

アラスカ沖の
巨大地震※

（1964年）

スマトラ沖の
巨大地震※

（2004年）

マグニチュード（M） 9.0 9.0 9.5 9.2 9.1

M9クラスの巨大地震の平均
発生間隔①

平均約500年
（全域の破壊）

平均100～400年 平均約300年 平均約600年 平均400～500年

プレート相対運動速度② 3.2～3.8cm/年 6.9～8.4cm/年 6.3～7.5cm/年 2.2～5.2cm/年 1.6～4.4cm/年

カップリング係数③ 1.0 0.5 1.0 0.6 0.5～1.0数③

概算のすべり量（Ａ）
（①，②，③より算出）

500年間で16～19m 100年間で3.5～4.2m
400年間で14～17m

385年間で24～29m
128年間で8～10m

600年間で8～19m
1000年間で13～31m

500年間で4～22m

地震時すべり量（a） 最大19m
平均14m

最大11.4m
平均3.2m

最大25～30m
平均11m

最大22m
平均8.6m

最大23m
平均8.6m
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• 津波の数値計算の妥当性を確認するため，2011年東北地方太平洋沖地震の津波痕跡高さの再現性の観点から以下の条件で検討した。

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（広域の再現解析：計算条件及び計算領域）

広域の再現解析の計算条件

項目 条件 備考

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成 沖合1,350m→450m→150m→沿岸50m 長谷川他（1987）

広域の再現解析の計算条件

N

ッシ 構成 沖合 , 沿岸 長谷 他（ ）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：計算格子間隔50m領域は小谷他

（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

領域：空間格子間隔
：1350m

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

C F L 条件を満たすように

東海第二
発電所

：450m
：150m
：50m

計算時間間隔 ⊿ｔ＝0.5秒
C.F.L.条件を満たすように
設定

計算時間 津波発生後240分間
十分な計算時間となるよう
に設定

潮位条件 T.P.-0.4m 地震発生時の潮位

計算領域と格子分割

海域のコンター線は1000m間隔で表示

津波水位 潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量
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計算領域と格子分割津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量



• 設定した特性化波源モデルは，2011年東北地方太平洋沖地震の津波痕跡高（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））に対して計
算値の方が大きくなっているが（幾何平均K=0 93） 幾何標準偏差（κ=1 42）は土木学会（2002）の目安値を満足している

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（広域の再現性の確認結果）

算値の方が大きくなっているが（幾何平均K=0.93），幾何標準偏差（κ=1.42）は土木学会（2002）の目安値を満足している。

【再現性の確認結果】【東北地方太平洋沖型の特性化波源モデル】

三陸沖北部

宮
城
県

三
陸
沖海

三陸沖
中部

福島県沖

茨
城

県
沖

沖
南
部

海
溝
寄
り

東海第二発電所

県
沖

房総沖
超大すべり域

大すべり域

背景領域

青森県北部～千葉県南部における2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の
痕跡地点（左図）及び痕跡高（右図）

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）のデータを使用）

【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】

地点数
ｎ

幾何平均
K

幾何標準偏差
κ

2,772 0.93 1.42

背景領域
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【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】
0.95＜K＜1.05

κ＜1.45
（土木学会（2002））



4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（発電所周辺の再現解析：計算条件）

発電所周辺の再現解析の計算条件

項目 条件 備考

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→発電所周辺
80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷他

（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

防波堤：本間公式（1940）
越流条件

防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 ⊿ｔ＝0 05秒 C F L 条件を満たすように設定計算時間間隔 ⊿ｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件 T.P.-0.49m 地震発生時の日立港潮位

津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量
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4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（発電所周辺の再現解析：計算領域）

N

N

東海第二発電所

5m格子

240m格子

10m格子

720m格子

20m格子
2,160m格子

計算格子（沖合～沿岸域）陸域及び海域のコンター線は5m間隔で表示 80m格子

40m格子
4,320m格子
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計算格子（発電所周辺）



• 設定した特性化波源モデルは，発電所では痕跡高に対して計算値の方が大きくなっているが（幾何平均K=0.91），幾何標準偏差（κ=1.07）は土木
学会（2002）の目安値を満足している

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（発電所周辺の再現性の確認結果）

学会（2002）の目安値を満足している。
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6
7 8

10 11 13 15 16
18

19

0 1km

地点数
ｎ

幾何平均
K

幾何標準偏差
κ

19 0.91 1.07

敷地内評価点

【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】
0.95＜K＜1.05

κ＜1.45
（土木学会（2002））

23

• 津波の計算条件及び東北地方太平洋沖型の特性化波源モデルの妥当性が確認された。



4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（津波予測解析：計算条件）

• 津波予測解析にあたっては，下記の計算条件を用いた。

項目 条件 備考

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

津波予測解析の計算条件

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→発電所周辺
80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷他

（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件それ以外 完 反射条件

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

防潮堤 鉛直無限壁

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 ⊿ｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件

概略パラメータスタディ T.P.+0.02m
茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港区）の
潮位表（平成16年～平成21年）を用いて設定詳細パラメ タスタディ

T.P.+0.61m (上昇側)

津波水位＝潮位＋水位変動量＋ 2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量 ＋津波予測解析による地殻変動量
（設定根拠については参考資料（36及び38頁）に記載）

潮位表（平成16年 平成21年）を用いて設定詳細パラメータスタディ
T.P.-0.81m (下降側)
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4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（津波予測解析：計算領域）

N

東海第二発電所

5m格子

240m格子

10m格子

720m格子

20m格子
2,160m格子

計算格子（沖合～沿岸域）陸域及び海域のコンター線は5m間隔で表示 80m格子

40m格子
4,320m格子

25

計算格子（発電所周辺）



• 重要な安全機能を有する施設の設置された敷地（T.P.+8m）に基準津波による遡上波を到達，流入させないため，津波防護施設として防潮堤を
設置することから 防潮堤位置を津波水位（上昇側）の出力位置とした

4.1 プレート間地震に起因する津波 4.1.2 津波評価 (1) 特性化波源モデルの設定

東北地方太平洋沖型の津波波源（津波水位の出力位置）

設置することから，防潮堤位置を津波水位（上昇側）の出力位置とした。
• 取水路内の水位変動に伴う非常用海水ポンプの取水性を評価することから，取水口前面を津波水位（下降側）の出力位置とした。

防潮堤

10m格子N

東海第二発電所
東海発電所

（廃止措置中）

敷地側面： T.P.＋18ｍ
長さ： 約295ｍ

敷地側・背面： T.P.＋18ｍ
長さ： 約890ｍ

1
15 5m格子

取水口

東海第二発電所（廃止措置中）

防潮堤

2

3

4
581012 11

14

13

敷地高さT.P.＋8ｍ

取水口
海岸側： T.P.＋20ｍ
長さ： 約1,075ｍ
（海水ポンプ室前面（全長：約260ｍ）含む）

＜防潮堤の概要（イメージ図）＞

5
67

810

9
16

凡例取水口前面

海水ポンプエリア

出力位置

水位出力位置
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A-2 新規制基準等を踏まえた基準津波の設定 4. 地震に起因する津波の評価 4.2 海洋プレート内地震に起因する津波 4.2.1 津波波源の設定

(1) 文献調査（地震規模）

• 地震調査研究推進本部(2012）は，過去の三陸沖北部から房総沖にかけてのプレート内正断層型地震で津波等により大きな被害をもたらしたもの
は 三陸沖で1933年に発生した昭和三陸沖地震が唯一知られているだけであるとしているは，三陸沖で1933年に発生した昭和三陸沖地震が唯一知られているだけであるとしている。

• また，今後100年以内の発生確率は10%～20％であり，次の地震の規模は，過去に発生した地震を参考として，Ｍ8.2前後，Mt8.3前後と推定してい
る。

（地震調査研究推進本部(2012） ）

• 想定される海洋プレート内地震は国内外で最大規模の地震であること及び地震調査研究推進本部(2012）は，
次の地震の規模を1933年昭和三陸沖地震津波と評価していることを踏まえ 断層モデルは 1933年昭和三陸

（地震調査研究推進本部(2012） ）
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次の地震の規模を1933年昭和三陸沖地震津波と評価していることを踏まえ，断層モデルは，1933年昭和三陸
地震津波を基本とする。



• 地震調査研究推進本部(2012）は，1933年の「三陸地震」についてのモデル（kanamori,1971,1972;Ben-Menahem,1977;他）を参考にして，同様な地
震は 三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生するとしている

4.2 海洋プレート内地震に起因する津波 4.2.1 津波波源の設定

(2) 津波波源

震は，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生するとしている。

日本海溝沿いにど でも発生し得るものとして波源を設定日本海溝沿いにどこでも発生し得るものとして波源を設定

：海洋プレート内地震の波源領域

東海第二発電所

日本海溝沿いにおけるプレート間地震の地震発生領域区分
（地震調査研究推進本部(2012）に加筆）
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• 以上より，海洋プレート内地震津波の発生領域は，三陸沖北部から房総沖までとした。



A-2 新規制基準等を踏まえた基準津波の設定 5. 地震以外に起因する津波の評価 5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（概要）

• 以下のフローに従い，敷地へ影響を及ぼす可能性のある海底地すべりについて調査を実施し，津波水位の検討を行った。

文献調査
文献 整 検討を行 海底地す 地 有無を確認

海底地形判読
敷地前面海域に いて M7000シリ ズ※及び自社の測深デ

1.海底地すべりの確認

■文献 ■自社

• 文献の整理・検討を行い，海底地すべり地形の有無を確認。 • 敷地前面海域について，M7000シリーズ※及び自社の測深デー
タにより作成した海底地形図を用いて，地形判読を行い，海底
地すべり地形の有無を確認。

海底地すべり地形は認められない。

いわきの沖合に海底地すべり地形が図示されて
いる。（徳山他(2001)）

海底地形判読
• 文献が指摘する海底地す

べり地形について，M7000
シリ ズ※等を用いて海底

音波探査記録の検討
• 文献が指摘する海底地す

べり地形について，音波探
査記録を用いて 池原他

音波探査記録の検討
• 判読された海底地すべり地形について，音波探査記録を用いて，

池原他（1990）を参考に海底地すべりの有無を確認。
シリーズ※等を用いて海底
地形図を作成し，地形判読
を行い，海底地すべり地形
の有無を確認。

査記録を用いて，池原他
（1990）を参考に海底地す
べりの有無を確認。

海底地すべり地形は認 海底地すべりは認めら

※ 一般財団法人 日本水路協会発行の海底地形デジタルデータ

海底地すべり地形は認
められない。

海底地すべりは認めら
れない。

2.規模評価
• 検討対象となる海底地すべりについて，詳細な地形変化を把握。

※ 般財団法人 日本水路協会発行の海底地形デジタルデ タ
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3.津波解析
• 複数の手法により初期水位波形を算出し，それぞれの手法で津波シミュレーションを実施。



• 文献調査により，発電所に影響を及ぼす津波を引き起こす可能性のある海底地すべり地形を調査した。
• 徳山他（2001）は いわきの沖合に海底地すべり地形を示している

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：文献調査（文献））

• 徳山他（2001）は，いわきの沖合に海底地すべり地形を示している。

【調査した文献】【調査した文献】
以下の地図類文献を確認

徳山他（2001）：日本周辺海域の中新世最末期以降の構造発達史
・「日本周辺海域の第四紀地質構造図」

地質調査所 海洋地質図
・棚橋他（2001）「塩屋埼沖海底地質図」
・奥田（1986）「鹿島灘海底地質図」
・本座他（1978）「日本海溝・千島海溝南部およびその周辺広域海底地質図」

地質調査所 日本地質アトラス（第2版）地質調査所 日本地質アトラス（第2版）
・脇田他（1992）「日本地質構造図」

海上保安庁 沿岸の海の基本図（海底地質構造図）
・海上保安庁（1984）「犬吠埼」
・海上保安庁（2000）「九十九里浜」

海底地すべり

東海第二発電所

海上保安庁 大陸棚の海の基本図（海底地質構造図）
・海上保安庁（1981）「塩屋埼沖」
・海上保安庁（1980）「鹿島灘」
・海上保安庁（1995）「房総・伊豆沖」

日本周辺海域の第四紀地質構造図
「三陸沖から常磐沖海域」及び「房総半島沖海域」

（徳山他（2001）に加筆）
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（徳山他（2001）に加筆）



5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：海底地形判読）

• 海底地形図の判読にあたっては，以下の基準等に従って海底地すべりの可能性のある地形を抽出した。

○海底地すべり地形の判断基準

地すべり地形としては滑落崖とその基部にある地すべり土塊（滑落土塊）が対をなす。陸上の地すべりに比べて，大規模，薄く
広がる傾向がある。薄く広がるケースでは土塊は認定しにくいので滑落崖だけを認定する。

崩壊部
（滑落崖）

・馬蹄形，半円形，コの字形の平面形で，斜面下方へ開く急斜面。
・急斜面は平面的に出入りがなくスムースな形状で，傾斜も一定傾向。また，地すべり土塊を囲んで側方にも連続することがある。
・下方に地すべり土塊が対をなして存在することが重要。

堆積部
（地すべり土塊）

・滑落崖の基部にある扇状地状あるいは舌状の高まり。
・細長い舌状の場合や台地状を呈することもある。
・典型的な場合には，土塊の表面に不規則な凸凹，低崖，凹地があり，凸形縦断の斜面形を示す。
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• 徳山他（2001）が示す地すべりを含む範囲について，一般財団法人日本水路協会発行の海底地形デジタルデータM7000シリーズを用いた150m 
DEMデータにより海底地すべり地形判読調査を実施した結果 海底地すべり地形は判読されない

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：海底地形判読（文献））

DEMデータにより海底地すべり地形判読調査を実施した結果，海底地すべり地形は判読されない。

①
V.E.≒1

①

①

②
②

③

③

平面図

鳥瞰図単位：（m）
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• 音波探査記録（サブボトムプロファイラー）の評価にあたっては，下記の考え方に基づき，層相1～8のパターンに分類し，海底地すべりの検討を実
施した

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：音波探査記録の検討）

施した。

【層相の凡例】 【層相の区分詳細および特徴】

海底地すべり
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（池原他（1990）に加筆）



• 徳山他（2001）で示されている音波探査記録※を用いて，海底地すべりの検討を実施した結果，表層部の分解能が低いことから，小規模な海底地
すべりの有無については判断できない

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：音波探査記録の検討（文献））

すべりの有無については判断できない。

※マルチチャンネル音響地殻断面図（石油公団海上基礎物理探査，昭和61年度「南三陸～鹿島沖」）

M86-8

徳山他（2001）による
海底地すべりの位置

34

マルチチャンネル音響地殻断面図（M86-8）
（徳山他（2001）に加筆）



• 産業技術総合研究所（2015）による東日本沖太平洋海域（GH762）の音波探査記録（サブボトムプロファイラー）を用いて，海底地すべりの有無を確
認した

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：音波探査記録の検討（文献））

認した。

762-59,762-58-2
地調 1976

サブボトムプロファイラー徳山他(2001)による サブボトムプロファイラ徳山他(2001)による
海底地すべりの延長位置

400m

0m

100m

←S N→
徳山他（2001）による
海底地すべり

700m

1000m

1300m

徳山他(2001)による

762-48
地調 1976

サブボトムプロファイラー

V.E.≒40

徳山他（2011）に示され
ている海底地すべり

762-48762-48

徳山他(2001)による
海底地すべりの位置

600m

0m

←W E→

1200m

1800m

2400m
V.E.≒40
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産業技術総合研究所 SBP音波探査記録
（産業技術総合研究所(2015)に加筆）

産業技術総合研究所 SBP測線図
（産業技術総合研究所(2015)に加筆）



• 音波探査記録の検討の結果，徳山他(2001)に図示された海底地すべりは層相2（砂質堆積物）に区分され，海底地すべりを示唆する特徴的な構造
は確認されなかった

5.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波

(2) 海底地すべりの評価（海底地すべりの確認：音波探査記録の検討（文献））

は確認されなかった。
• したがって，徳山他(2001)に図示された位置に海底地すべりはないものと判断した。

762 59 762 58 2 762-48

400m

700m1200
m

600
m

0m
←S N→

←W E→

762-59,762-58-2
地調 1976

サブボトムプロファイラー

762 48
地調 1976

サブボトムプロファイラー

1000m

1300m

1800
m

2400
m

3000
m

層相2 層相2

V.E.≒40
V.E.≒40

徳山他(2001)による
海底地すべりの位置

600m

300m

850m

700m
徳山他(2001)による海底地すべりの延長位置

N→E→
層相2 層相2

1200m 1150m

V.E.≒1
V E ≒1
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V.E.≒1

産業技術総合研究所 SBP音波探査記録
（産業技術総合研究所(2015)に加筆）



• 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2012）：三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）について

A-2 新規制基準等を踏まえた基準津波の設定
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